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　グローバル化の進展とともに、大阪の経済や産業もアジアをはじめと

する海外との間で双方向の交流や事業展開が進んでいます。

大阪経済はとりわけアジアとの関係が深く、成長するアジアのダイナミ

ズムを活用した大阪経済の活性化が期待されています。

　ここでは、近畿地区の輸出入通関額を品目別、地域別にとりあげるとともに、

大阪企業の海外への進出動向、海外生産比率の推移を示しています。また、大

阪における外資系企業数について他府県と比較しています。
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６－１．品目別輸出入通関額

　近畿地区の輸出入について、品目構成の特徴をみると、輸出では、全国平均と比べて輸送用機
器の割合が低い一方で、電気機器や一般機械、化学製品、鉄鋼、糸・繊維製品などの割合が高い
ことが特徴となっています。
　一方、輸入については、化学製品、食料品などの割合が全国平均と比べて高い反面、鉱物性燃
料や原料品などの割合が低くなっています。

近畿圏 全国 対全国
比（％）構成比（％） 構成比（％）

食料品 94,803 0.6 403,323 0.5 23.5 

糸・繊維製品 500,292 3.0 751,361 0.9 66.6 

化学製品 1,915,562 11.6 7,268,831 9.0 26.4 

鉄鋼 1,083,189 6.5 4,573,651 5.6 23.7 

金属製品 280,067 1.7 1,106,373 1.4 25.3 

機械機器 9,452,301 57.1 51,363,874 63.4 18.4 

一般機械 3,827,104 23.1 15,927,709 19.7 24.0 

電気機器 4,719,024 28.5 15,368,131 19.0 30.7 

輸送用機器 906,173 5.5 20,068,034 24.8 4.5 

その他 3,227,035 19.5 15,550,675 19.2 20.8 

総額 16,553,249 100.0 81,018,088 100.0 20.4 

近畿圏 全国 対全国
比（％）構成比（％） 構成比（％）

食料品 1,278,760 9.3 6,211,827 7.9 20.6 

原料品 850,062 6.2 5,538,447 7.0 15.3 

鉱物性燃料 2,908,203 21.3 27,658,250 35.0 10.5 

化学製品 1,481,395 10.8 5,737,358 7.3 25.8 

糸・繊維製品 271,978 2.0 711,833 0.9 38.2 

非金属鉱物製品 158,565 1.2 684,130 0.9 23.2 

金属製品 228,037 1.7 959,388 1.2 23.8 

機械機器 3,263,271 23.8 17,018,385 21.6 19.2 

その他 3,243,538 23.7 14,435,132 18.3 22.5 

総額 13,683,809 100.0 78,954,750 100.0 17.3 

（財務省、大阪税関「平成 20 年 貿易統計」）
（注）近畿圏は、大阪、京都、兵庫、滋賀、奈良、和歌山の２府４県。

（単位：百万円） （単位：百万円）輸出通関額（平成20年） 輸入通関額（平成20年）
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６－２．地域別輸出入通関額

　近畿圏の輸出入の国別構成を他の地域と比較しますと、輸出入ともにアジアの比重が全国で一
番高いことが特徴です。これは、地理的な要因に加え、工程間分業の進展に伴い、アジアとの機
械類中間財の貿易が活発なことも大きく影響していると考えられます。
　一方、北米の割合は輸出入とも全国より低くなっています。

近畿圏 東京税関 横浜税関 名古屋税関 全国
アジア 9,994,772 9,407,882 4,249,531 5,939,049 39,966,195 
中国 3,317,531 2,570,900 1,469,456 2,132,702 12,949,889 

インドネシア 331,654 147,047 192,938 296,309 1,303,573 
韓国 1,360,413 1,264,165 502,516 611,115 6,168,285 
台湾 1,390,640 1,272,501 492,571 518,896 4,781,553 
タイ 624,755 649,158 390,517 746,650 3,051,463 
大洋州 311,515 134,224 424,298 758,485 2,199,683 
北米 2,219,380 3,421,316 1,135,223 5,547,279 15,330,518 
中南米 559,899 256,525 575,499 1,084,080 4,246,768 
西欧 2,187,971 3,143,083 921,553 3,052,600 11,445,397 

中東欧 ･ ﾛｼｱ等 528,920 350,879 280,707 1,039,997 2,932,224 
中東 557,411 144,642 750,023 1,400,132 3,508,339 
アフリカ 193,380 52,989 358,752 498,540 1,388,964 
総額 16,553,249 16,911,539 8,695,587 19,320,162 81,018,088 

近畿圏 東京税関 横浜税関 名古屋税関 全国
アジア 7,490,374 10,060,888 2,178,230 4,525,438 32,033,896 
中国 4,221,918 5,227,040 1,158,573 1,947,978 14,830,406 

インドネシア 665,383 298,985 183,223 702,784 3,377,989 
韓国 577,456 859,806 163,933 396,066 3,052,017 
台湾 474,604 1,004,510 100,175 359,465 2,258,213 
タイ 410,188 746,286 161,548 414,111 2,152,279 
大洋州 766,111 247,556 308,199 425,528 5,378,104 
北米 1,286,157 4,320,473 523,040 1,000,522 9,370,957 
中南米 409,501 478,114 311,255 295,950 2,863,166 
西欧 1,732,370 4,068,468 422,805 874,094 7,999,165 

中東欧 ･ ﾛｼｱ等 283,757 266,280 65,445 194,730 1,784,023 
中東 1,466,561 182,466 406,718 2,535,140 17,351,120 
アフリカ 248,571 581,579 83,190 230,159 2,171,979 
総額 13,683,809 20,205,825 4,298,882 10,081,807 78,954,750 

（注）アジアについては、近畿圏で輸入の多い上位５位を掲載。　　　　（財務省、各税関「平成 20 年 貿易統計」）

（単位：百万円） （単位：百万円）輸出通関額（平成20年） 輸入通関額（平成20年）
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６－３. 外国企業数

　平成 20 年の外国企業数をみると、全国で 3,162 社あり、そのうち東京都に 2,356 社と全国の
74.5％が集中しています。
　大阪府には 143 社の外国企業が集積しており、全国の 4.5％を占めています。大阪の外国企業の
うちアジア系企業は、35 社（構成比 24.5％）、その中で最も多いのは、韓国（13 社）、次いで中国（８
社）、香港（４社）､アラブ首長国連邦（３社）となっています。

地　　域 平成 18 年 19 20
ア　ジ　ア 30 35 35
うち中国 7 9 8
韓国 12 12 13

北　　米 50 52 50
欧　　州 64 58 57
そ　の　他 2 1 1

年
平成 16 17 18 19 20

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

大 阪 府 162 4.6 160 4.6 146 4.4 146 4.4 143 4.5 
東 京 都 2,646 75.3 2,591 74.0 2,474 74.7 2,452 74.1 2,356 74.5 
神 奈 川 県 290 8.3 296 8.5 274 8.3 282 8.5 276 8.7 
愛 知 県 47 1.3 40 1.1 32 1.0 40 1.2 43 1.4 
そ の 他 369 10.5 413 11.8 384 11.6 391 11.8 344 10.9 

全 国 3,514 100.0 3,500 100.0 3,310 100.0 3,311 100.0 3,162 100.0 

地　　域 平成 18 年 19 20
製造 47 44 46
卸・小売 72 70 66

サービス・その他 27 32 31

（単位：件）

親企業の地域（大阪府）

外国企業数の推移

業種別内訳（大阪府）

（注）調査時点は各年 10 ～２月頃 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（東洋経済新報社『外資系企業総覧』）
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６－４．留学生数

　平成 20 年に全国で受け入れた外国人留学生は、前年に比べやや増加しました。大阪府では、そ
のうちの 8.3％にあたる 10,289 人を受け入れており、東京都に次ぐ規模となっています。

年 平成 15 16 17 18 19 20
構成比

大阪府 9,033 9,728 10,496 9,986 10,203 10,289 8.3 

東京都 34,625 38,041 40,396 39,520 40,316 42,371 34.2 

福岡県 5,136 5,466 5,731 5,820 6,017 6,613 5.3 

愛知県 5,643 5,972 6,014 5,905 5,774 6,131 5.0 

全国 109,508 117,302 121,812 117,927 118,498 123,829 100.0 

（単位：人）留学生数

（文部科学省、日本学生支援機構「留学生受入の概況」）
（注）1. 各年 5月 1日現在
　　 2. 留学生数の多い上位４県を掲載。
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６－５．留学生等の就職状況について

　「留学 ｣及び ｢就学 ｣の在留資格を有する外国人が日本の企業等へ就職するため在留資格変更許
可申請を行った件数（平成 20 年）は、全国で 11,789 人で、このうち 11,040 人が許可されており、
前年の許可数である 10,262 人より 778 人（7.6％）の増加となっています。
　全体の 9.1％にあたる 1,003 人の留学生等が、大阪府に所在する日本企業等に就職しました。

年 平成 14 15 16 17 18 19 20
構成比

大阪府 393 403 579 669 919 1,033 1,003 9.1 

東京都 1,557 1,975 2,699 2,599 3,892 5,055 5,894 53.4 

愛知県 177 224 282 453 570 786 675 6.1 

神奈川県 145 175 227 258 353 469 576 5.2 

全国 3,209 3,778 5,264 5,878 8,272 10,262 11,040 100.0 

（単位：人）就職企業等の所在地別許可人員

（法務省入国管理局 ｢平成 20 年における留学生等の日本企業等への就職状況について」）
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６－６．海外生産比率

　我が国製造業の海外生産比率をみると、平成 11、12 年に上昇傾向に一服の動きもみられました
が、その後は、海外での旺盛な製品需要や今後、海外で見込まれる市場拡大により、海外での生
産活動が活発化しており、緩やかな上昇傾向をたどっています。

年　度 平成 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

国内法人企
業ベース 11.0 11.6 11.4 11.8 14.3 14.6 15.6 16.2 16.7 18.1 19.1 

海外進出企
業ベース 23.8 24.5 23.0 24.2 29.0 29.1 29.7 29.9 30.6 31.2 33.2 

（単位：％）

（経済産業省「第 37 回 海外事業活動基本調査結果概要－ 平成 19（2007）年度実績 －」）

　海外生産比率の算出方法（国内法人売上高は、財務省の法人企業統計より）

　　国内全法人ベースの海外生産比率
　　　＝現地法人（製造業）売上高／（現地法人（製造業）売上高＋国内法人（製造業）
　　　　売上高）× 100 

　　海外進出企業ベースの海外生産比率
　　　＝現地法人（製造業）売上高／（現地法人（製造業）売上高＋本社企業（製造業）
　　　　売上高）× 100 




